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長与町人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重し、

本町における人口の現状分析を行い、人口問題に対する危機意識を共有し、今後目指すべ

き将来の方向と人口の将来展望を示すものです。 

人口減少は日々の生活においては実感しづらい「静かなる危機」と言われますが、人口

減少、高齢化、少子化により、都市機能の低下、コミュニティの活力低下、経済規模の縮

小、担い手不足、社会保障費の増など、社会経済への影響が様々な場面で現れることにな

ります。 

現在の長与町は人口減少局面を迎えていないものの、今後急速に高齢化が進展すること

は確実であり、やがて人口減少に転じることが推計されています。推計通りに推移した場

合、将来の人口は大きく減少し、高齢化はさらに進展します。「まち・ひと・しごと創生」

によりこれを克服していくことが必要です。 

 「まちづくり（道路・施設整備等）」は行政のみでも可能ですが、「まち・ひと・しごと

創生」に必要な「しごとづくり」や「若者の町外流出阻止」は、行政だけでは解決できな

い問題です。人口減少は行政だけの問題ではなく、すべての町民・国民の将来に関わる問

題であることという認識を共有し、産官学金労言等、全員が一丸となって取り組む必要が

あります。 

 

 

 

１．長期ビジョンの趣旨 

 

 

 

 

２．「人口減少時代」の到来 

 

(1) 日本の人口減少をどう考えるか。 

・2008年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。 

・人口減少の状況は地域によって大きく異なっている。 

・人口減少は地方から始まり、都市部へ広がっていく。若年層の都市部への移動と出 

生率の低下。 

(2) 「人口減少」が経済社会に与える影響 

・人口減少は、経済社会に対して大きな重荷となる。特に、高齢化の問題。 

2060年に１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の人口

動向を分析し、将来展望を示す 

Ⅰ．長与町人口ビジョンの位置づけ（人口問題に対する危機意識

の共有） 

 

Ⅱ．国の長期ビジョンの概要 
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・高齢化の進行により総人口の減少を上回る働き手の減少が生じ、経済規模が縮小。 

・社会保障費の増大による働き手の負担増。 

・特に地方では、これらが社会サービスの低下を招き、更なる人口流出を生む危険 

性がある。 

(3) 東京圏への人口の集中 

・東京圏には過度に人口が集中している。 

・今後も東京圏への人口流入が続く可能性が高い。特に、若者の大学進学時ないし 

就職が主なきっかけとなっている。今後もこの基調は変わらないと見込まれる。 

  ・東京圏への人口の集中が人口減少に拍車をかけている。 

 

３．人口減少問題に取り組む意義 

 

(1) 人口減少に対する国民の危機感は高まっている。 

・内閣府論調査では 9割近くの国民が「人口減少は望ましくない」と回答 

(2) 的確な政策を展開し、人々の意識が変われば、未来は開ける。 

・出生率についてフランスは 1.66→2.0、スウェーデンは 1.50→1.98に回復。 

・日本の地域によって出生率の動向は大きく異なり、高い出生率を実現している地 

域がある。 

 (3) 人口減少への対応は、「待ったなし」の課題である。 

・出生率の向上に成功しても、人口が定常状態になるまで時間を要する。 

・出生率の向上が５年遅れると、将来の定常人口は概ね３００万人減少する。 

 

４．今後の基本戦略 

 

(1) ３つの基本的視点から取り組む。 

・人口減少への対応は 

→出生率を向上し、人口減少に歯止めをかけ、人口構造を変える（積極戦略） 

→避けられない人口減少への対応（調整戦略） 

・そのための基本的な視点３点 

①「東京一極集中」を是正 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

(2) 国民の希望の実現に全力を注ぐ。 

・国民の移住の希望を叶える。東京圏在住者の 4割は「移住する予定」「今後検討した 

い」一方、地方の雇用や日常生活の利便性に不安があり、その解消を図る。 

  ・若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現。 
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(3) 若い世代の結婚・子育ての希望に応える。 

  ・安定的な「経済的基盤の確保」が必要。「質」を重視した雇用の確保が大きな課題。 

  ・子育てと就業を両立させる働き方の実現。 

 

５．「活力ある日本社会」の維持のために 

 

(1) 人口減少に歯止めをかける 

(2) 若い世代の希望が実現すると、出生率は 1.8 程度に向上する。 

(3) 人口減少に歯止めがかかると、50 年後 1億人程度の人口が確保される。 

(4) 出生率が上昇するとやがて人口構造が「若返る時期」を迎える。 

(5) 「人口の安定化」とともに「生産性の向上」が図られると、50 年後実質 GDP 成長率

は 1.5～2%程度を維持する。 

 

６．地方創生がもたらす日本社会の姿 

 

(1) 自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す。 

(2) 地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る。 

(3) 外部との積極的なつながりにより、新たな視点から活性化を図る。 

(4) 東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指す。 

→地方創生は、日本の創生であり、地方と東京圏がそれぞれの強みを活かし、日本全体

を引っ張っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

我が国の人口の推移と長期的な見通し 

○国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研と呼ぶ）「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」

（出生中位（死亡中位））によると、2060年の総人口は約 8,700万人まで減少するとされている。 

○仮に、合計特殊出生率が 2030年に 1.8程度、2040年に 2.07程度まで上昇すると、2060年の人口は

約 1億 200万人となり、長期的には 9,000万人程度で概ね安定的に推移すると推計される。 

○なお、仮に合計特殊出生率が 1.8や 2.07となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定住人口が概ね

300万人少なくなると推計される。 

出生率上昇が遅れると 
安定後の人口も減少する。 
5年の遅れで 300 万人減。 

図表 2-１ 
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７．内閣府「少子化対策白書」において指摘されている少子化の原因 

 

 内閣府の平成２５年少子化対策白書では、少子化の原因として未婚率の上昇、晩婚・晩

産化や非婚化、雇用環境の悪化で子育て世代の所得が低いことなどを挙げています。 

下記に主な指摘を列記します。 

 

(1) 就労形態による違いが家庭を持てる割合に大きく影響している。 

  非正規雇用者の有配偶率が正社員の半分以下である。年収との相関も見られる。 

(2) 子育て世代の所得分布がこの 10 年間で低所得層にシフトしている。 

30代の年収の最多層： 

1997年には 500～699万円の層 → 2007年には 300万円台が最多層 

20代の年収の最多層： 

1997年には年収 300万円台の層 → 2007年には 200万円台前半が最多層。 

(3) 理想の子ども数よりも予定子ども数が少ない理由 

2010年社人研「第 14回出生動向基本調査」理想：2.42人、予定：2.07人 

1位：「子育てや教育にお金がかかりすぎるから（60.4％）」 

→若い世代ほどその回答が多い。 

２位：「高年齢で生むのは嫌だから（35.1%）」 

→年齢の高い世代ほどその回答が多い。 

(4) 女性の就労について 

出産を機に退職した女性の４人に１人が仕事を続けたいが両立が難しいという理由 

で仕事を辞めている。 

(5) 労働時間に関して 

子育て期にある 30代男性の５人に１人が週 60時間以上の就業。 

６歳未満の子どもをもつ夫の育児時間は１日平均約４０分程度しかなく、欧米諸国 

と比較して半分となっている。 

 

 

 

 

 

  



  

5 

 

 

 

 

１．人口動向分析 

 

(1) 長与町の総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・昭和 40年頃からの住宅地開発とともに人口が急増。 

・平成 16年の 42,728人でピーク、その後は横ばい 

(2) 主な団地開発の履歴（※計画戸数 100 戸以上） 

団地名 年度 面積 (ha) 計画戸数 施行主体 

百合野団地 S39 8.0  182  県開発公社 

丸尾第二団地 S47 4.9  142  労生協 

青葉台団地 S47～48 11.8  343  栄泉興産㈱ 

丸田アパート S47～50 4.7  550  西日本菱重興産㈱ 

長与ニュータウン S47～49 55.1  1,340  小松建設工業㈱ 

二丁間団地 S49～50 9.6  340  長与西部土地区画整理組合 

Ⅰ･Ⅱ･Ⅲ工区 S47～52 37.5  842  長与町(東部土地区画整理事業) 

北部地区 S52～59 12.9  230  長与町(北部土地区画整理事業) 

南陽台団地 S59～62 21.9  513  崎陽地所㈱ 

長崎サニータウン S61～H5 33.5  809  グン産興発㈱・㈱熊谷組 

緑ヶ丘団地 H6～H11 23.3  442  日特建設㈱ 

まなび野 H6～H13 40.6  700  長与町後川内土地区画整理組合 

フォーレツインキャッスル H8～H10 1.8  251  ㈱馬場住研 

ヴューテラス長与北陽台 H24～ 22.5  350～  榎の鼻土地区画整理組合 

・昭和 40年頃から開発が続いているが、平成 13年～24年までの間は空白がある。 

11,287  12,370  
14,371  

19,886  

29,356  
31,296  

33,735  
36,169  

41,076  
42,568  42,605  42,241  42,340  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H25 H26

出典：住民基本台帳 

長与町の総人口の推移 

全人口 

注）住基法改正により、平成24年7月より外国人居住者数も人口に含まれて

います。（住民基本台帳については以降の表も同様） 

宅地開発 

横ばい 
（人） 

（年度） 

図表 3-1 

図表 3-2 

Ⅲ 長与町の人口の現状分析 
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(3) 長与町の年齢 3区分比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・高齢化率は年々上昇している。（H26年度末:22.3%） 

・住宅地開発による人口流入は子育て世帯が多く、人口の若返りが見込めるが、 

居住後３０～４０年経過すると、団地全体の高齢化率が高まり、局所的に高齢化が 

進行する。（図表 3-4） 

   

 

 

  

21.8% 19.7% 19.3% 18.2% 16.5% 15.4% 15.3% 

68.3% 68.1% 67.2% 65.9% 65.0% 63.1% 62.3% 

9.9% 12.2% 13.5% 15.9% 18.6% 21.5% 22.3% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H2 H7 H12 H17 H22 H25 H26

出典：住民基本台帳 

長与町の年齢3区分比率の推移 

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口(15～64歳） 高齢者人口(65歳以上） 

（年度） 

図表 3-3 
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

高齢化率 

町平均 

22.3% 

(4) 長与町の自治会別高齢化率 

   平成２６年度末現在（出典：住民基本台帳） 
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図表 3-4 

65歳～ 全人口 高齢化率
木場 65 284 22.9%
大越 60 188 31.9%
横平 103 276 37.3%
上平 121 391 30.9%
下平 188 717 26.2%
三根 205 624 32.9%
ニュータウン東 334 1030 32.4%
ニュータウン中央 398 1087 36.6%
ニュータウン西 434 1027 42.3%
池山 257 1579 16.3%
内園 163 748 21.8%
井手本 89 643 13.8%
辻後 218 995 21.9%
青葉台 365 1089 33.5%
日当野 80 345 23.2%
道の尾 305 1093 27.9%
高田越 289 1722 16.8%
百合野 365 1474 24.8%
百合野第１ 133 353 37.7%
百合野第２ 436 1146 38.0%
東高田 221 964 22.9%
下高田 128 471 27.2%
西高田 389 1369 28.4%
南田川内 387 1069 36.2%
丸田谷 200 652 30.7%
丸田アパート 0 974 0.0%
皆前 257 1097 23.4%
嬉里中央 540 1874 28.8%
定林 173 659 26.3%
嬉里谷 169 886 19.1%
三彩 389 1529 25.4%
上斉藤 93 338 27.5%
毛屋白津 113 332 34.0%
舟津 138 430 32.1%
佐敷川内 173 724 23.9%
前田川内・浜崎 187 1024 18.3%
岡中央 233 1111 21.0%
馬込一本松 65 183 35.5%
塩床 62 165 37.6%
川頭 3 7 42.9%
南陽台 277 1386 20.0%
岡岬 22 162 13.6%
サニータウン南 162 923 17.6%
サニータウン北 96 1387 6.9%
サニータウン東 15 190 7.9%
緑が丘 74 1686 4.4%
フォーレツインキャッスル 77 667 11.5%
まなび野西 84 1237 6.8%
まなび野東 106 1408 7.5%
北陽台 15 625 2.4%
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(5) 長与町の年齢別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・60～64歳の層（第 1次ベビーブーム）と、40～44 歳の層（第 2 次ベビーブーム）、 

及びその間の層が最も厚い層。 

・今後 25年間で、最も厚い層が全て高齢化、高齢化率は急速に上昇。 

・20～24歳の層が 15～19歳の層に比べ極端に少なく、進学・就職等で流出している 

と見られる。さらに、その後の年齢での回復が鈍い。 

・高齢者（65歳以上）1人を支える生産年齢人口（１５～６４歳）の人数は平成 26 

年度末時点で２．５６人であり、今後も減少する。 

 

  

2000 1500 1000 500 0 500 1000 1500 2000

0～4歳 

5～9歳 

10～14歳 

15～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55～59歳 

60～64歳 

65～69歳 

70～74歳 

75～79歳 

80～84歳 

85～89歳 

90歳以上 

出典：住民基本台帳 

長与町の人口ピラミッド(平成26年度末） 

男 女 

最
も
厚
い
層
が
今
後
２
５
年
で
高
齢
層
に 

（人） 

図表 3-5 
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 (6) 長与町の人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・人口動態には下記の２つの観点がある。 

１．「自然動態（出生者数－死亡者数）」による増減 

２．「社会動態（転入者数－転出者数）」による増減 

この２つの合計が、「人口動態」となり、人口の増減を表す数値となる。 

  ・昭和 52年には 1年間で 2,259人の社会増（転入－転出）、2,564人の人口増（自然増 

＋社会増）を記録。 

・昭和 53年には自然増のピーク＋391人。 

  ・平成１７年度に人口の減少を記録し、以後、社会動態は減少傾向を示す。 

  ・出生数はピーク（H15：550人）時から減少したものの安定して推移し、自然動態 

（出生数－死亡数）は一貫してプラス。 

・高齢化の進展から死亡数が増加しており（H25:333人）、自然増は徐々に減少。 
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出典：住民基本台帳 

長与町の人口動態の推移 

自然動態（出生数-死亡数） 

社会動態（転入数-転出数) 

人口動態（自然動態＋社会動態） 

出生数 

死亡 

転入数ピーク（S52) 

社会増ピーク（S52) 

自然増ピーク（S53) 

死亡数ピーク（H25) 

出生数ピーク（H15) 

（人） 

（年度） 

人口減少を記録(H17) 
社会減傾向 

図表 3-6 
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  ・転入のピークは昭和 52年 3995人、転出のピークは H18の 2739人。 

・平成 16年以降、転出超過傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出生数は平成 15年の 550人をピークに低下後、概ね横ばい。 

・死亡数は増加傾向にあり、自然増（出生数－死亡数）は減少傾向。 

550 

333 

0

100

200

300

400

500

600

出典：住民基本台帳 

長与町の人口動態の推移（出生、死亡） 
出生数 

死亡 
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出典：住民基本台帳 

長与町の人口動態の推移（転入、転出） 

転入 

転出 

社会減傾向 

（人） 

（年度） 

図表 3-7 

図表 3-8 
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  ・平成 26年度は新規造成団地の入居による改善が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・自然増の数が年々減少。死亡数が出生数を上回ると本格的な人口減少が始まる。 
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出典：住民基本台帳 

長与町の近年の人口動態の推移（転入、転出） 

転入 転出 社会増減 

（人） 

（年度） 
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出典：住民基本台帳 

長与町の近年の人口動態の推移（出生、死亡） 

出生 死亡 自然増減 

（人） 

（年度） 

図表 3-9 

図表 3-10 
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  ・平成 16年度以降、社会減傾向が続いている。 

  ・平成 26年度は新規造成団地の入居開始の影響もあり、社会減が縮小し人口も増加。  
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出典：住民基本台帳 

長与町の近年の人口動態の推移（純増減） 
自然増減 

社会増減 

純増減 

（年度） 

（人） 

社会減（転入－転出）は概ね一貫してマイナス 

自然増（出生－死亡）は一貫してプラス 

図表 3-11 
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 (7) 長与町の県内・県外への人口移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・県内の人口増減、特に長崎市、時津町との増減は年により大きく変動している。 

（町内及び周辺市町の住宅供給状況による影響が大きいと見られる） 

・平成２６年には町内の新規造成団地の入居が開始し、好転している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東京圏、中部圏、福岡県への転出超過は常態化している。 
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県外への人口移動(H26年1～12月) 
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転入・転出超過 

（人） 

図表 3-12 

図表 3-13 
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・平成２５年は長崎市、時津町への転出超過が多い。 

（同市町内の住宅団地、マンションへの入居が多かったことが原因と見られる） 
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出典：住民基本台帳 

県外への人口移動(H25年1～12月) 
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転出 

転入・転出超過 

（人） 

図表 3-14 

図表 3-15 
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  ・福岡県、東京都への転出超過が突出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・長崎市への転出超過が突出している。諫早市、大村市へも転出超過である。時津町 

との異動は年により大きく異なる。 
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平成22年～26年（各年１月～１２月）の転入・転出超過状況 
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  ・進学・就職時期にあたる 15～19歳、20～24歳の転出超過が顕著である。 

・進学・就職時年齢での転出超過は大都市圏以外の地方では同様の傾向だが、長与町 

の場合、その後の回復が鈍い。25～29歳で一旦回復するが、その後 60歳以降にな 

るまで回復していない。 

・結婚・出産・子育てを担う年齢層が町外に流出することは、人口減少のみならず、少 

子化高齢化の加速につながる。（35～39歳と 0～4歳の転出超過に表れている。） 

 

 

 

 

 

  

△ 99 

△ 20 
△ 7 

△ 209 

△ 104 

122 

34 

△ 74 

△ 31 
△ 41 

△ 20 

0 
10 6 7 2 

13 5 0 

△ 135 

5 

△ 2 

△ 63 

△ 165 

34 

△ 67 
△ 51 △ 45 

△ 24 

4 

△ 7 △ 7 △ 8 

11 10 5 9 4 

△ 234 

△ 15 △ 9 

△ 272 △ 269 

156 

△ 33 

△ 125 

△ 76 △ 65 
△ 16 △ 7 3 △ 2 

18 12 18 14 
4 

-300

-250

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

転
入
超
過
 
 
 
転
出
超
過

 

出典：住民基本台帳 

平成23年1月～平成26年12月の合計 

転入・転出差の内訳（年齢区分別・男女別） 

男性 転入－転出 女性 転入－転出 総数 

（人） 

人口の回復が乏しい →0～4歳にも影響 

進学・就職 

図表 3-16 
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(8) 長与町及び全国の結婚・出産の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・合計特殊出生率（一人の女性が一生に産む子どもの平均数）は全国や県平均を上回 

るが、人口を維持すると言われる 2.08人には至っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・近年出生率は上昇傾向にあるが、出産可能性の高い女性若年層（20～39歳）の人口 

が減少しているため、出生数自体は概ね横ばい。 
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合計特殊出生率 

全国 長崎県 西海市 長与町 時津町 

（1～12月） 

図表 3-17 
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            長崎県福祉保健部 衛生統計年報 

長与町の出生率、出生数と女性人口の推移 

20～29歳女性人口（年度末） 30～39歳女性人口（年度末） 

出生数(1～12月） 出生率（1～12月） 

（人） 図表 3-18 
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  ・20～39歳女性人口は全体の人口増加程には増加しておらず、平成 17年からは減少 

局面にある。今後の出生数の減少につながる可能性がある。 

 

 （注釈）住民基本台帳人口は年度末の役場への住民登録人口。国勢調人口は調査年 10月 

1日現在の実際に住んでいる人口（住民登録を問わない）で、多少の相違がある。 

平成 22年、平成 17年調査での総人口の相違は＋－ 0.2%程度であった。 
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出典：各人口は国勢調査。 

（H27.3のみ住民基本台帳より参考値として掲載） 

出生数は住民基本台帳（各年度）。 

長与町の20～39歳女性人口の推移と出生数 

（国勢調査人口及び住民基本台帳） 

出生数（住基） 

女性人口総数 

20～39歳女性人口 

（出生数） 
（人口） 

図表 3-19 
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  ・近年男女ともに平均初婚年齢が上昇しており、出生率は上昇傾向。 

・一般に両者には負の相関があり、平均初婚年齢が上がるほど出生率は低下する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・全国の出生時母の年齢構成は晩産化傾向にある。 
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長与町の出生率と平均初婚年齢の推移 

長与町（夫） 

長与町（妻） 

出生率 

（人） 

（年度） 
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出典：厚労省ホームページ 平成25年(2013)人口動態統計（確定数）の概況 

全国の出生時母の年齢（5歳階級） 
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図表 3-20 

図表 3-21 
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  ・「完結出生児数」とは、結婚持続期間（結婚からの経過期間）１５～１９年夫婦の平 

均出生子ども数であり、夫婦の最終的な平均出生子ども数とみなされる。 

・1972年～1997年で見ると結婚した夫婦は概ね２人以上の子どもを産んでいるが、合 

計特殊出生率は急激に低下しており、「未婚が増えた」ことを示す。 

・2002年以降は完結出生児数も低下しており、「夫婦がより少ない子どもを選択するよ 

うになった」ことを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・「生涯未婚率」は 50歳時の未婚率と定義されている。 

  ・全国の生涯未婚率は 1990年以降、急激に上昇。1990年から 2010年で、結婚しない 

男性の割合は 3.6倍、女性は 2.45倍となった。(2010年 男：20.14%女：10.61%) 

18 歳 

20 歳 

22 歳 

24 歳 

26 歳 

28 歳 

30 歳 

32 歳 

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

出典：社人研ホームページ 人口統計資料集(2015) 

全国の性別生涯未婚率および初婚年齢 

初婚年齢（男） 初婚年齢（女） 生涯未婚率（男） 生涯未婚率（女） 

（生涯未婚率） 

3.50  3.60  

2.83  
2.65  

2.20  2.19  2.23  2.19  2.21  2.21  2.23  
2.09  

1.96  
2.98  

2.04  1.98  
2.23  2.14  

1.80  1.77  1.69  
1.50  

1.39  1.32  1.26  
1.39  

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

出典：社人研ホームページ 第14回出生動向基本調査 

    内閣府 平成25年少子化対策白書から作成 

全国の完結出生児数、合計特殊出生率、出生数の推移 

出生数 

完結出生児数 

合計特殊出生率 

（人） 
（人） 

完結出生児数は横ばい 

図表 3-22 

図表 3-23 
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・男女とも、全国、長崎県よりも未婚率は低い。女性の方が未婚率は低い。 

・特に、男性の未婚率が全国、県と比べ大きく離れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※分類は、「配偶者有、未婚、離別、死別」の４つであり、後者 2つは未婚に含めない。） 

・全体的に未婚率は上昇傾向。 

・特に出産可能性が高い年代である 25～29歳、30～34歳女性の未婚率の上昇が顕著。 

・未婚率の増加と晩婚化は合計特殊出生率の低下につながる。 

  

56.0% 

32.8% 

22.9% 

15.6% 
11.0% 0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

出典：平成22年国勢調査 

長与町の男性未婚率 

長与町（男） 

長崎県（男） 

全国（男） 

52.4% 

31.2% 

19.1% 

12.5% 
9.0% 0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

出典：平成22年国勢調査 

長与町の女性未婚率 

長与町（女） 

長崎県（女） 

全国（女） 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

出典：国勢調査 

長与町の未婚率の推移（女性） 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

出典：国勢調査 

長与町の未婚率の推移（男性） 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

図表 3-25 図表 3-24 

図表 3-26 図表 3-27 
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  ※生涯未婚率とは 50歳時点の未婚率であり、長与町の値については国勢調査における 

未婚率の 45～50歳、50～55歳の未婚数から算出している。 

  

  ・長与町の生涯未婚率は全国、県と比して低いが、やはり近年急増している。 

  

1.46% 1.26% 1.70% 
2.60% 

5.57% 

12.57% 

15.96% 

20.14% 

1.70% 1.36% 1.69% 
2.47% 

4.69% 

11.28% 

15.48% 

19.50% 

1.00% 1.20% 

4.90% 

7.80% 

10.10% 

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2005 2010

出典：社人研HP 人口統計資料集及び国勢調査 

長与町の生涯未婚率の推移（男性） 

全国（男性） 

長崎県（男性） 

長与町（男性） 

1.35% 
1.87% 

3.33% 

4.45% 4.33% 

5.82% 

7.25% 

10.61% 

1.61% 
2.07% 

3.40% 

4.48% 
5.02% 

7.53% 

8.91% 

11.76% 

2.60% 2.70% 

3.80% 

5.00% 

7.10% 

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2005 2010

出典：社人研HP人口統計資料集及び国勢調査 

長与町の生涯未婚率の推移（女性） 

全国（女性） 

長崎県（女性） 

長与町（女性） 

図表 3-28 

図表 3-29 
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(9) 長与町及び全国の雇用と企業の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・第 3次産業に大きく偏っており、さらに年々比率は増している。 

・就業数人口は平成 22年まで増加傾向にある。 

  

図表 3-30 図表 3-31 

図表 3-32 
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  ・長崎県も製造業の割合は低いが、長与町はさらに製造業の割合が低くなっている。 

 

 

 

 

  

 

  

図表 3-33 

（参考） 

経済産業省「長崎県の地域経済分析(H27.3)」において、長崎県の地域経済について下

記のとおり分析している。 

・人口当たり県民所得は全国平均、九州ブロック全体に比して低水準。 

・卸売・小売業などサービス産業での賃金水準が全国平均、九州ブロック平均に比べて 

低く、長崎県の平均賃金を押し下げる大きな要因となっている。 

・長崎県経済の成長及び雇用の創出を推進する観点からは、産業競争力が強く、県内へ 

の波及効果の大きい中核産業（「漁業」「食料品製造業」「一般機械器具製造業」「電子 

部品、電機・情報通信機器製造業」「輸送用機械器具製造業（船舶）」）をさらに強化す 

ることが効果的。 

・長崎県全体の所得水準を高めていくためには、雇用規模が大きくかつ賃金格差の大き 

い卸売・小売業などサービス産業の生産性を高めていくことが必要。 

・サービス業は地域外から大きく稼ぐ産業はない。 

・工業、電子部品、情報・通信機器、飲食料品の影響力係数が高く、他産業と比較して 

域内への生産波及効果が高い。（他産業への需要を喚起する効果が大きい） 

・一方、不動産、教育、研究、公務、水産業の影響力係数が低く、他産業と比較して域 

内への生産波及効果が低い。 
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 ・長与町、長崎県、全国の雇用に関するデータは下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※以降、出典について同様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：総務省「平成 21 年経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「平成 24 年経済センサス－活動調査」再編加工 

平成 24 年経済センサス－活動調査においては、東日本大震災の影響で、以下の 7 自治体の調査は行っていない。福島県楢葉

町、福島県富岡町、福島県大熊町、福島県双葉町、福島県浪江町、福島県葛尾村、福島県飯舘村） 

図表 3-34 

図表 3-35 
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  ・小売業が企業数、売上、付加価値の首位を占める 

  ・生活関連サービス業の従業員数、売上、付加価値の比が県、全国に比して圧倒的に 

高い（大手企業の立地が原因と思われる） 

  ・製造業の比率の低さが目立つ。  

図表 3-37 

図表 3-36 
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続いて、周辺圏域（長崎市、長与町、時津町）での集計を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-39 

図表 3-38 
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  ・県、国よりも製造業の比率の少なさが目立つ。後は町単独時と概ね同じ傾向。 

  ・国に比して建設業の比率が高い。 

  

図表 3-41 

図表 3-40 
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・全国的に非正規の職員・従業員数は増え、全体に占める割合も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

・若者の完全失業率が高く表れている。 

 

 

 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

-1.0

4.0

9.0

14.0

19.0

24.0

出典：総務省統計局「労働力調査」「労働力調査特別調査」 

全国の若年者の失業率と非正規雇用割合の推移 

完全失業率（15～24歳） 

完全失業率（全年齢計） 

非正規雇用割合（在学中を除

く）（15～19歳） 

非正規雇用割合（全年齢） 

失業率（%) 
非正規雇用割合

（％） 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

全国の正規雇用と非正規雇用の労働者の推移 

正規の職員・従業員 

非正規の職員・従業員 

（万人） 

出典：2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2月調査）、2005年以降は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均） 

（注）1．2005年以降の実数及び割合は2010年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）で遡及集計した数値を用いている。 

     2011年の実数及び割合は総務省統計局による補完推計値であり、前年差は補完推計値を用いて算出した参考値。 

   2．雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」による 

 

 

図表 3-42 

図表 3-43 
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・全年齢では 35.7%、15～34歳では 32.7%が非正規雇用である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・非正規労働者の男性の既婚率は、正規労働者の１／２以下となっている。 

  

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 15～34歳計 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査」（2007年）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成。 

（注）１．「非正規雇用の労働者」は、パート・アルバイト、派遣、契約社員、嘱託などをいう。 

   ２．ここでいう有配偶者とは、総数から未婚者を除いた者である。 

全国の年齢別・雇用形態別にみた 

男性の有配偶率の比較 

正規労働者 

非正規労働者 

（％） 

55.6% 

40.0% 

29.3% 27.8% 27.4% 
32.5% 31.2% 31.9% 

34.7% 

56.5% 

62.0% 
65.7% 

60.5% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

  

15 ～ 

19 歳 

  

20 ～ 

24 

  

25 ～ 

29 

  

30 ～ 

34 

  

35 ～ 

39 

  

40 ～ 

44 

  

45 ～ 

49 

  

50 ～ 

54 

  

55 ～ 

59 

  

60 ～ 

64 

  

65 ～ 

69 

  

70 ～ 

74 

  

75 歳 

以 上 

出典：平成24年就業構造基本調査 

長崎県の雇用者（役員を除く）に占める 

非正規雇用者の数 

 

正規 非正規 非正規の割合 

（人） 

図表 3-45 

図表 3-44 
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・雇用形態、年齢階級別の賃金カーブは年数を経るにつれ差は広がり、定年を迎える 

頃には２倍程度の賃金格差となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・年収が高いほど既婚率は上がる傾向が表れている。 

・年収は既婚率だけでなく、子ども数にも影響を与えると考えられる。 

  

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

20歳代 30歳代 

全国の年収別にみた、 

20歳代、30歳代男性の既婚率 

300万円未満 

300万円以上 

400万円未満 

400万円以上 

500万円未満 

500万円以上 

600万円未満 

600万円以上 

（％） 

資料：内閣府「結婚・家族形成に関する調査報告書」より厚生労働省政策統括官付政策評価官室作成 

（注）調査対象は、20～39歳の男女。既婚者は結婚3年以内。 

性別・年代・未既婚については、総務省統計局「国勢調査報告」（平成17年）をもとにウエイト 

バック集計。 

「300万円未満」は「収入がなかった」、「100万円未満」、「100万円以上200万円未満」、 

「200万円以上300万円未満」の合計。 

「600万円以上」は、「600万円以上800万円未満」、「800万円以上1,000万円未満」、 

「1,000万円以上」の合計。 
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出典：平成26年賃金構造基本統計調査 

全国の雇用形態、年齢階級別賃金格差 

雇用形態間賃金格差指数（男女計） 

正社員・正職員（男女計） 

正社員・正職員以外（男女計） 

（万円） 
（指数） 

図表 3-47 

図表 3-46 



  

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・全国との所得格差は縮まりつつあるが、依然として低い水準となっている。  

2286 2275 2262 2258 2218 2250 2322 2246 2282 2341 2365 2400 

2883 2855 2883 2897 2928 2957 2978 
2773 2690 2755 2733 2754 

79.3% 79.7% 78.5% 77.9% 75.8% 76.1% 78.0% 
81.0% 

84.8% 85.0% 86.5% 87.1% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

出典:平成24年度長崎県民経済計算 

長崎県の１人当たり県民所得の推移 

県 国 国に対する割合 

（千円） 

※1人当たり県民所得＝県民所得を総人口で割った値 

図表 3-49 

142 

265 

371 

438 

499 

106 

226 

295 294 297 

0

100

200

300

400

500

600

19歳以下 20-24 25-29 30-34 35-39

出典：国税庁 民間給与実態調査（平成25年分） 

（参考）民間給与実態調査における全国の 

年齢階層別平均年収 

男 

女 

合計 

（万円） 

対象：民間企業従業員（非正規を含む。）、役員 

図表 3-48 
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・全国の求人倍率は回復傾向にあるのに対し、長崎県の求人倍率は回復の伸びが鈍く、 

全国との差が広がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長崎県の有効求人倍率は４７都道府県中４３位と厳しい状況である。 

  

161,454  158,971  153,378  145,346  

84,929  96,489  100,608  108,221  

0.53 

0.61 
0.66 

0.74 
0.56 
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0.82 
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50,000
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150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H22 H23 H24 H25

出典：雇用ガイダンス（ハローワーク長崎発行） 

長崎県の雇用情勢 

（有効求職者数、有効求人数、有効求人倍率の推移） 

有効求職者数 有効求人数 
有効求人倍率 有効求人倍率 全国 
有効求人倍率 長崎県 

（人） （倍） 

1.57  

1.09  
0.96  

0.83  

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

東
京
都

 

愛
知
県

 

福
井
県

 

岡
山
県

 

福
島
県

 

富
山
県

 

香
川
県

 

石
川
県

 

岐
阜
県

 

宮
城
県

 

広
島
県

 

三
重
県

 

山
形
県

 

島
根
県

 

群
馬
県

 

新
潟
県

 

大
阪
府

 

愛
媛
県

 

全
国
平
均

 

岩
手
県

 

長
野
県

 

徳
島
県

 

山
口
県

 

静
岡
県

 

茨
城
県

 

京
都
府

 

和
歌
山
県

 

熊
本
県

 

鳥
取
県

 

栃
木
県

 

滋
賀
県

 

福
岡
県

 

宮
崎
県

 

山
梨
県

 

秋
田
県

 

奈
良
県

 

大
分
県

 

千
葉
県

 

佐
賀
県

 

兵
庫
県

 

北
海
道

 

高
知
県

 

神
奈
川
県

 

長
崎
県

 

青
森
県

 

鹿
児
島
県

 

埼
玉
県

 

沖
縄
県

 

出典：厚生労働省ホームページ 

有効求人倍率の状況（平成26年1～12月） 

４７都道府県中 ４３位 

       ↓ 

(倍) 図表 3-51 

図表 3-50 
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  ・東京、愛知は平成 22年以降回復しているのに対し、九州圏は回復の伸びが悪く、ま 

た長崎県の数値は九州の中でも下位に位置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・長崎県の年間労働時間は平成２１年～２３年にワースト 1位を記録しているが、 

近年は大きく改善している。 

・ワークライフバランスの観点から、子供を産み育てやすい暮らしのためには労働時 

間の削減と所得の向上が必要と考えられる。 
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平成22年度 24年度 25年度 

出典：総務省統計局 日本の統計2015より 

全国の有効求人倍率の推移 

全  国 

東 京 
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図表 3-52 
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出典：厚労省 毎月勤労統計調査地方調査 各年結果より作成 

（事業所規模５人以上） 

全国の労働時間の推移 

全国 

東京 

愛知 

福岡 

佐賀 

長崎 

熊本 

大分 

宮崎 

鹿児島 

沖縄 

（月間平均 

総実労働時間） 
図表 3-53 
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(10) 長崎県の高校・大学卒業後の就職状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・近年全国の就職率は改善していることから、新規学卒者の県外での就職傾向は強ま 

っていると見られる。 

・長崎県学生の県内就職率は全国的に見ても低く、就職時の県外転出が将来の少子高 

齢化につながっていると見られる。 
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出典：長崎労働局、ハローワーク長崎 

新規学卒者の県内就職率の推移 

（高卒者） 

男 女 平均 ハローワーク長崎管内 

(%) 
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49.7  48.9  49.0  
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出典：長崎労働局、ハローワーク長崎 

新規学卒者の県内就職率の推移 

（大卒者） 

男 女 平均 

(%) 
図表 3-55 

図表 3-54 



  

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・入学時に県内出身者が 40%弱であるのに対し、県内就職者は 30%弱で推移。 

（全学部での統計ではないため単純比較はできないが） 

・逆のパターン「県外大学に進み、長崎県に帰ってこない」層も多くいると見られる。 

  

26.4% 

23.8% 

23.0% 

25.2% 

23.5% 

32.4% 

35.1% 

32.8% 

31.7% 

36.6% 

28.2% 

29.2% 

30.9% 

28.6% 

26.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度 

平成22年度 

平成23年度 

平成24年度 

平成25年度 

教育学部・経済学部・医学部保健学科・薬学部・工学部・環境科学部・水産学部のみ。 

出典：長崎大学ホームページ掲載データより作成 

長崎大学卒業後の進路（就職者の地域別就職状況） 

北海道・東北 

関東 

中部 

近畿 

中国・四国 

九州（長崎を除

く） 
長崎 

外国 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

平成24年度 

平成25年度 

平成26年度 

出典：長崎大学ホームページ 入試QAより作成 

長崎大学入学者のうち県内出身者 

図表 3-57 

図表 3-56 
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・長崎大学よりも県内就職率が高いものの、県外が多数。 

・女性の方が比較的県内就職率が高くなっている。 
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32.1% 

33.4% 
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34.6% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成21年度 

平成22年度 

平成23年度 

平成24年度 

平成25年度 

出典：長崎県立大学ホームページ掲載データより作成 

長崎県立大学卒業後の進路 

（就職者のうち、県内・県外の割合） 

県外就職率 

県内就職率 
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平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

出典：長崎県立大学ホームページ掲載データより作成 

長崎県立大学卒業後の進路 

（就職者のうち、男女別の県内就職割合） 

県内就職者率（男） 

県内就職者率（女） 

図表 3-59 

図表 3-58 
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(11) 町内の通勤・通学及び購買の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ベッドタウンである長与町は企業数、雇用数が少なく、町民の大半が長崎市、時津 

町に通勤・通学している。 

・通勤圏内である長崎市、時津町を含めた圏域での経済活性化・雇用環境改善は長与 

町民の利益につながる。逆に言えば、長崎市、時津町の経済の衰退は長与町民の雇 

用環境の悪化につながり、ひいては長与町民の生活環境の悪化、少子化につながる。 

図表 3-60 

図表 3-61 

図表 3-62 
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・勤務先だけでなく、購買についても長崎市、時津町において行うケースが多い。 

・特に、町内に専門店が乏しい電化製品において顕著に表れている。 

  

図表 3-63 
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(12) 全国の未婚者の生涯の結婚意思 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・結婚そのものに対する意思の低下が伺える。 

  ・長与町においては、未婚者の 88.5%が「いずれ結婚するつもり」と回答し、県内で 

は第 2位の率となっている。 

（後述の「結婚・出産・子育てに関するアンケート（対象：20～49歳の町民）」による）  

94.2% 92.9% 
89.2% 88.3% 87.6% 88.8% 87.7% 

4.1% 4.6% 6.1% 5.5% 5.3% 6.5% 8.0% 
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第14回調査 

（2010年） 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」および鎌田（2013）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室

作成  

引用文献：鎌田健司（2013）「30代後半を含めた近年の出産・結婚意向」ワーキングペーパーシリーズ（J），国立社会保

障・人口問題研究所 

 （注） 対象は、第8回～第9回調査については18～34歳未婚者、第10回～第14回調査については18～39歳未婚者 

未婚者の生涯の結婚意思（女性） 

いずれ結婚するつもり 一生結婚するつもりはない 不詳 

95.9% 
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」および鎌田（2013）より厚生労働省政策統括官付政策評価官室

作成  

引用文献：鎌田健司（2013）「30代後半を含めた近年の出産・結婚意向」ワーキングペーパーシリーズ（J），国立社会保

障・人口問題研究所 

 （注） 対象は、第8回～第9回調査については18～34歳未婚者、第10回～第14回調査については18～39歳未婚者 

 

未婚者の生涯の結婚意思(男性） 

いずれ結婚するつもり 一生結婚するつもりはない 不詳 

図表 3-64 

図表 3-65 
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(13) 長与町の持ち家率と空き家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・空き家率は低いものの、上昇傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・長与町における持家（専用住宅）割合は平成 25年度 66.1%であり県平均と概ね一致。 
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出典：住宅・土地統計調査 

長与町の空き屋の状況 

住宅総数 

空き屋総数 

空き家率 

空き家率（全国） 

空き家率（長崎県） 

※空き屋総数の内訳は、「二次的住宅（別荘、その他）」「賃貸

用の住宅」「売却用の住宅」「その他の住宅」である。 

75.9% 

66.5% 
68.5% 

66.1% 

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

H10 H15 H20 H25

出典：住宅・土地統計調査 

長与町の持ち家率の推移 

国 

県 

町 

※町の値は専用住宅（店舗等と一体でない家）のみの集

計。国、県は専用住宅以外も含めて集計。 

図表 3-67 

図表 3-66 
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 ２．将来人口の推計と分析 

 

(1) 国立社会保障・人口問題研究所の人口推計の概要 

     (日本の地域別将来推計人口 社人研 平成 25年 3月推計) 

① 推計期間  

・社人研推計では平成 52年（2040年）までの 5年ごとに算出。 

② 推計方法 

・5歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法を使用。 

・コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率、

移動率などの仮定値を当てはめて将来人口を算出する方法。 

・0-4 歳人口の推計においては生残率と純移動率に加えて、子ども女性比および 0-4歳性 

比の仮定値によって推計。 

・本推計においては、後述する①基準人口、②将来の生残率、③将来の純移動率、④将 

来の子ども女性比、⑤将来の 0-4 歳性比、が必要となる。 

③ 基準人口 

・平成 22年国勢調査人口を利用。 

④ 将来の生存率 

・「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）（社人研）及 

び「都道府県別生命表」「市区町村別生命表」（厚生労働省）から得られる全国の男女・ 

年齢別生残率を利用。  

⑤ 将来の純移動率 

・原則として、平成 17（2005）～22（2010）年に観察された市区町村別・男女年齢別純 

移動率を平成 27（2015）～32（2020）年にかけて定率で縮小させ、平成 27（2015） 

～32（2020）年以降の期間については縮小させた値を一定とする仮定を置く。 

ただし、長与町は例外的な動きのある「宅地開発の終息等から、人口の急増が近年 

終息したと見られる」自治体として分類されている為、住民基本台帳データの最新の 

期間である平成 19(2007年)→平成 24年(2012)年の男女年齢別純移動率を基準値とし、 

この値を平成 27(2015)年→平成 32年(2020)年にかけて約 0.574倍まで縮小させ、平成 

32(2020)年以降の期間については約 0.574倍まで縮小させた値を一定とする仮定を行 

っている。 

⑥ 将来の子ども女性比 

・子ども女性比とは、0-4歳人口と 15-49歳女性人口の比であり、出生率の代替指標とし 

て用いられる指標である。 

各市区町村の子ども女性比には市区町村間で明らかな差が存在するため、平成22（2010） 

年の全国の子ども女性比と各市区町村の子ども女性比との格差（比）をとり、その格 

差（比）を平成 27（2015）年以降平成 52（2040）年まで一定として、市区町村ごと 
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に仮定値を設定。 （※出生率に直すと、2015年 1.56→2040年以降 1.50程度の推移） 

⑦ 将来の 0-4 歳性比 

・「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）により算出 

された全国の平成 27（2015）年以降平成 52（2040）年までの 0-4 歳性比を各年次の 

仮定値とし、全自治体の 0-4 歳推計人口に一律に適用。 

⑧ 2040-2060 年の推計 

さらに、社人研推計方法に準拠して、平成 72年（2060年）まで算出している。   

  ⑨ 将来人口推計のフローチャート（同報告書より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 国立社会保障・人口問題研究所の人口推計の概要（削減 or別紙にする？） 

② 国立社会保障・人口問題研究所による長与町の将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-68 
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(2) 国立社会保障・人口問題研究所による長与町の将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ① 対 2040 年比（社人研推計値） 

  ・30年間で人口は約 4,400人減少し、約 10%の減少。 

・人口の減少は他自治体と比べて小幅に見えるが、人口構成は大きく変化しており、 

高齢化の進展と生産年齢人口（15～64歳）の減少が深刻。 

  ・人口ピラミッドの分布上、高齢化率は 19.2%→35.2%に急上昇。 

   

  ② 対 2060 年比（社人研推計値準拠） 

  ・50年間で人口は約 11,200人減少し、約 25%の減少。 

  ・50年間で高齢化率は 19.2%→37.5%に上昇。 

  ・年少人口、生産年齢人口の減少に歯止めがかからない。 
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出典：国勢調査、社人研推計準拠 

長与町の人口推計（社人研推計） 

人口総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上 

（人） 50年間で約11.200人 

     (1/4)減少する 

※H22時点で本資料の推計の方が国勢調査及び社人研推計値よりも３人多く、 

 以後の年も差があるが、本表では国勢調査時の県内の「不詳人口」を市町で 

 案分・計上しているためである。以降の表も同様。 

図表 3-69 
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 ・出産可能性が高い 20～39歳女性人口の減少率は人口全体の減少率よりも高く、2060 

年には 50%近くにまで減少し、出生数に大きく影響を与える。 

 

16.6% 15.1% 13.8% 12.9% 12.1% 11.8% 11.7% 11.5% 11.1% 10.6% 10.3% 

64.2% 61.7% 59.7% 58.3% 56.9% 55.3% 53.1% 52.3% 52.3% 52.7% 52.2% 

19.2% 23.2% 26.5% 28.8% 31.0% 32.9% 35.2% 36.2% 36.6% 36.6% 37.5% 
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出典：国勢調査、社人研推計準拠 

長与町の人口推計（年齢3区分比率） 

65歳以上 

15～64歳 

0～14歳 

22,531  22,533  22,372  22,072  21,666  21,135  
20,455  

19,639  
18,733  

17,770  
16,777  

5,514  4,987  4,862  4,649  4,437  4,145  3,734  3,431  3,178  2,952  2,799  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

出典：国勢調査、社人研推計準拠 

長与町の20～39歳女性人口の推計 

女性総数 

20～39歳女性合計 

(人) 

図表 3-70 

図表 3-71 
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 ・６５歳以上の増加率が他の市町村に比べ著しく高いことが特徴的。 

これは図表 3-73が示すとおり、人口構造上最多人数の層が 40～64歳に位置し、今後 

25年間で高齢化が急速に進展することが原因。 

・高齢者人口の増加率がピークを迎える 2040年以降は、人口の減少が加速する。 

（図表 3-69参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2000 1000 0 1000 2000

0～4歳 

10～14歳 

20～24歳 

30～34歳 

40～44歳 

50～54歳 

60～64歳 

70～74歳 

80～84歳 

90歳以上 

出典：社人研推計準拠 

長与町の人口ピラミッド 

(平成72年推計） 

男 女 

2000 1000 0 1000 2000

0～4歳 

10～14歳 

20～24歳 

30～34歳 

40～44歳 

50～54歳 

60～64歳 

70～74歳 

80～84歳 

90歳以上 

出典：住民基本台帳 

長与町の人口ピラミッド 

(平成26年度末） 

男 女 

ピ
ー
ク
層 

100  99.9  98.9  97.4  95.4  92.8  89.7  86.1  82.0  77.8  73.6  

90.6  
82.3  

75.4  
69.4  65.9  63.3  59.6  54.8  49.8  45.7  

96.0  92.0  88.5  84.5  80.0  
74.2  70.1  66.9  63.9  59.9  

100  

120.7  
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148.5  143.5  
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40
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100
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出典：国勢調査、社人研推計準拠 

長与町の人口推計（指数による年齢3区分の推移） 

総数 

0～14歳 

15～64歳 

65歳以上 

（指数） 
図表 3-72 

図表 3-74 
図表 3-73 
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・平成 22年時点での高齢化率は比較的低いが、今後 20～25年間で急速に進展する。 

 ・高齢者 1人を支える生産年齢人口については、下記の通り。 

 

・2040年： 1.51人 の労働者で 1人の高齢者を支える 

・2060年： 1.39人      〃 

  

3.34  

2.66  

2.25  
2.02  

1.83  
1.68  

1.51  1.44  1.43  1.44  1.39  

19.2% 

23.2% 

26.5% 
28.8% 

31.0% 
32.9% 

35.2% 36.2% 36.6% 36.6% 37.5% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

出典：国勢調査及び社人研推計値 

社人研推計人口における高齢化率と 

高齢者1人を支える生産年齢人口の推移 

高齢者1人を支える生産年齢人口 高齢化率 

（人） 

図表 3-75 
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  ３．人口の変化が地域の将来に与える影響 

 

人口減少が与える影響について各界において種々の議論がなされていますが、下記に主

なものを列記します。 

 

(1) 町民生活への影響 

  ・医療、介護サービスの需要増にかかる施設・人員の不足 

・団地毎の高齢化の進展とそれに伴う店舗の撤退、運転できないことによる交通に 

対するニーズの変化。また、公共交通機関の縮小。 

  ・自治会等の担い手が不足し、地域のコミュニティ機能や地域防災力などの低下が見 

込まれる。日常的な見守りや支え合い等の共助の取り組みも困難となる恐れがある。 

  ・空き家、空き店舗の増加 

・高齢者の政治的発言力の強化により高齢者向け予算が拡充され、子どもあるいは子 

育て世代へ向けの福祉予算が削減される。 

 

(2) 地域経済への影響 

・人口減少に伴う域内消費の縮小が、町内・圏域内の企業の生産活動の縮小を招く恐 

れがある。また、少子高齢化の進展に伴う労働力不足が、同様に町内・圏域内の 

生産活動を縮小させる恐れがある。 

  ・町内・圏域企業の生産活動の縮小は社会経済サービスの低下、失業者の増加、就業 

機会の減少→財政の悪化→生活利便性の低下→地域の魅力の低下→人口の減少、と 

いう負のスパイラルに陥る可能性があり、さらなる地域間格差の増大につながる。 

・高齢者向け市場の増大と子供向け市場の縮小。 

 ・行政、民間ともに税収、売上が減り、人口集中区への資本投下に集中せざるを得な 

くなる。  

 

(3) 町の行財政への影響 

・生産年齢人口の減少やそれに伴う消費や経済活動の減少により、住民税等の地方税 

収の減少が見込まれる。 

・社会保障給付の増大とそれを支える現役世代の負担増がさらなる少子化を起こし、 

負のスパイラルに陥る恐れがある。 

  ・社会インフラなどの維持管理・更新が困難になる。 

  ・子育て家庭の減少に伴う相談相手の不足、子ども会等の地域活動の縮小、就学前児 

童施設の余剰の発生、学校の統廃合の発生等が起こりうる。 
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１．将来展望に必要な調査・分析 

 

(1) 町民まちづくり意識調査     

① 町民まちづくり意識調査の概要 

・調査地域 長与町全域 

・調査対象 18歳以上の町民（無作為抽出） 

・調査方法 郵送による配布、回収 

・実施時期 平成 26年 9月 

・配布数 4000 

・回収率 38.4％ 

 

② 町民まちづくり意識調査の結果概要 

  ・「住みやすさ評価」・・・・87%が「住みやすい」 

  ・「定住意向」・・・・・・・85%が「今後も住みたい」 

  ・「街づくり評価」・・・・・72%が「満足」 

・母子保健、学校教育などの満足度が非常に高い。特に、学校教育は５年前の調査と 

比べ満足度が最も高まっており、長与町に対する教育の期待・ブランド力は高い。 

  ・現在のイメージと伸ばしたいイメージでも、教育、安全な街、子育て支援が充実し 

た町が挙げられている。特に若い層ほどその傾向が強く、ファミリー層ほど子育て 

の町としてのイメージを強く持っていると言える。 

・教育に関し、県下の義務教育の中ではトップクラスという意見がある。 

 

(2) 町民の結婚・出産・子育てに関する意識や希望の調査 

① 町民の結婚・出産・子育てに関する意識や希望の調査の概要 

・調査地域 長与町全域 

・調査対象 20歳以上 49歳以下の町民（無作為抽出） 

・調査方法 郵送による配布、回収 

・実施時期 平成 27年 1月 

・配布数 1500 

・回収率 38.1％ 

 

 

 

Ⅳ 人口の将来展望 
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② 町民の結婚・出産・子育てに関する意識や希望の調査の結果概要 

  ア．希望出生率 

   ・アンケート結果から、若者の希望が叶えば、出生率 2.14を達成できると算出。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．理想の子ども数と実際に持つことを考えている子ども数 

・理想の子供数と実際に持つことを考えている子ども数にギャップがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合計特殊
出生率 希望出生率 既婚者割合①

夫婦の予定
子ども数②

未婚者割合
③

未婚結婚
希望割合
④

理想子ども数
⑤ 離別等効果

1.65 2.14 0.417 2.23 0.582 0.971 2.39 0.938

希望出生率＝（既婚者割合①×夫婦の子ども予定数② 

         ＋未婚者割合③×未婚結婚希望割合④×理想子ども数⑤） 

          ×離別等効果⑥ 

※夫婦の予定子ども数②＝20～49歳既婚女性の「実際に持つことを考えている子ども数」 

※理想子ども数⑤＝20～34歳未婚女性の「理想の子ども数」 

（出典）合計特殊出生率：平成２０～24年人口動態保健所、市区町村別統計、長崎県政策企画課調べ 

 

 

2.5% 1.4% 

44.1% 45.0% 

5.4% 

0.5% 0.4% 

6.0% 

12.1% 

55.5% 

21.2% 

2.3% 
0.0% 0.0% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育てに関する意識や希望の調査結果分析報告 

長与町の理想の子ども数と 

実際に持つことを考える子ども数 

理想の子ども数 

実際に持つことを考える子ども数 

ギャップが大きい 

図表 4-2 

図表 4-1 
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ウ．理想の子ども数よりも実際に持つことを考える子ども数が少ない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ．現在お住まいの市町における子育ての環境や支援の満足度 

・長与町は「満足」「どちらかといえば満足」の割合が県内 1位となっており、「子

育てしやすい町」としての町内評価は高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

満足, 

11.6% 

どちらかといえ

ば満足, 33.8% 
どちらともいえ

ない, 40.5% 

どちらかといえ

ば不満, 8.2% 

不満, 3.5% 無回答, 2.5% 

現在お住まいの町における子育ての環境や支援の満足度 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 

6.9% 

9.3% 

5.3% 

6.9% 

9.8% 

9.8% 

9.8% 

11.4% 

13.8% 

15.4% 

24.4% 

25.2% 

36.6% 

77.2% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

無回答 

その他 

配偶者の家業・育児への協力が得られないから 

子どもがのびのび育つ環境ではないから 

健康上の理由から 

家が狭いから 

自分や夫婦の生活を大切にしたいから 

欲しいけれどもできないから 

末子が定年退職までに成人してほしいから 

子育てを手助けしてくれる人がいないから 

高年齢で生むのは嫌だから 

自分の仕事（務めや家業）に差し支えるから 

育児の心理的・肉体的負担が大きいから 

子育てや教育にお金がかかりすぎるから 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 
 

「理想の子どもの数」より「実際に持つことを考える子どもの数」 

が少ない理由 

対象： 

「理想の子どもの数」より「実際に持つことを 

考える子どもの数」を少なく回答した方 

図表 4-4 

図表 4-3 
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オ．独身者の結婚に関する考え 

・「いずれ結婚するつもり」は 88.5%と県内 2位であるが、「一生結婚するつもりは 

ない」は 10.8%であり、2010年の生涯未婚率（国勢調査 男性：10.1%女性：7.1%） 

に近い数値が現れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ．一生結婚したくない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれ結婚する

つもり, 88.5% 

一生結婚する

つもりはない, 

10.8% 無回答, 0.7% 

独身者の結婚に対する考え 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 

対象： 

「独身（未婚）」「独身（婚姻歴あ

り）」と回答した方 

6.7% 

0.0% 

6.7% 

0.0% 

40.0% 

26.7% 

60.0% 

20.0% 

66.7% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他 

まだ若すぎる 

結婚資金が足りない 

仕事（学業）に打ち込みたい 

異性とうまく付き合えない 

経済的に自由がきく 

精神的に自由でいられる 

家族を養うほどの収入がない 

結婚したいと思える相手がいない 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 

「一生結婚するつもりはない」方の結婚しない理由 

（あてはまるもの３つまで） 

対象： 

「一生結婚するつもりはない」と回答した方 

図表 4-6 

図表 4-5 
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キ．「いずれ結婚するつもり」の方が結婚したい年齢 

・25～29歳と 30～34歳で 6割強を占める。 

・グラフでは見えないが、県全体で年齢別に分析すると、現在の年齢が 20～24歳の 

方の 68.4%が「25～29歳」と回答、それ以外の年齢層では、自分の現在の年齢と 

同じ層を選択した人が最も多い。（報告書より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20～24歳, 5.7% 

25～29歳, 39.0% 

30～34歳, 22.8% 

35～39歳, 

6.5% 

40～45歳, 5.7% 

45歳以上, 

8.9% 

無回答, 

11.4% 

「いずれ結婚するつもり」の方が結婚したいと思う年齢 

対象： 

「いずれ結婚するつもり」と回答した方 
出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 

図表 4-7 
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ク．どのような支援・対策を行えば子どもの数が増えると思うか 

 ・経済的負担の軽減は優先順位１、合計ともに１位である。 

 ・若者の就労支援は全体では 5位だが、優先順位１のみでは２位である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ．行政に取り組んで欲しい結婚支援事業 

 

 

 

 

 

  

0% 20% 40% 60% 80%

無回答 

その他 

乳幼児の保健指導や育児相談の充実 

妊娠、出産に関する情報提供、啓発 

子育ての楽しさや大切さの普及・啓発 

地域で子育てを支援する活動の充実 

教育環境の整備 

地域子育て支援拠点（親子が集まって過ごしたり、相談する場所）の整備 

子育てに適した住宅の供給 

結婚支援 

子育てと仕事の両立意識の普及・啓発 

放課後児童クラブ（学童保育）の整備 

子どもが遊べる場所（屋内・野外）の整備 

不妊治療などの出産支援 

育児休業制度等についての取組の推進 

小児医療体制整備など子どもの健康支援 

若者の就労支援 

子育てしやすい職場環境の整備 

保育所等の整備（待機児童解消） 

産前産後休暇・育児休業取得後の復職保証（身分・給与・待遇など） 

子育てに伴う経済的負担の軽減 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 

どのような支援・対策を行えば、子供の数が増えると思うか 

優先順位１ 

優先順位２ 

優先順位３ 

優先順位４ 

優先順位５ 

（優先順位をつけて５つまで回答） 

2.3% 

4.2% 

4.9% 

5.6% 

6.3% 

7.4% 

23.3% 

49.9% 

73.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無回答 

その他 

若い世代〈学生）への結婚に関する講習会 

結婚を推奨するようなPR 

交際術やマナーなどを学ぶ講座 

結婚相談窓口（仲立ち） 

婚活イベントなどによる出会いの場の提供 

結婚祝い金などの経済的支援 

安定した雇用の供給 

出典：長崎県 結婚・妊娠・出産・子育て    

の意識調査結果分析報告 

行政に取り組んで欲しい結婚支援事業 

（２つまで回答） 

図表 4-9 

図表 4-8 
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(3) 大学生との意見交換結果 

  長与町に立地する長崎県立大学シーボルト校の学生（４年生）と意見交換会を行い、

長与町での生活に対する感想や、大学生が県内に就職し、卒業後も長与町に定着するた

めの対策について、意見交換を行いました。主な意見は下記の通りです。 

 

① 交通について 

 ・交通が不便。夜のバスが少なくバイトから帰りにくい。長崎市の方がバイトも多いし、 

帰りやすいので、県立大の学生なのに長崎市に住む人も多い。（女性） 

・帰らないつもりで地元を出たが、２年生の時に地元の住みやすさに気づき、帰りたい 

と思った。帰郷した際に 100円周遊バスができており、隣に住む高齢者も利用してい 

た。いろいろ便利になっていき、安心して暮らせる環境があるのならば地元に戻ろう 

と思えた。実際に地元に内定を得ており、帰る予定。（女性） 

・お店、観光地なども、車でしか行けない所には行きにくい。女性の学生が８割で、バ 

イクは親が禁止することが多い。車は金銭・立地上難しい。（女性） 

 

② 住宅について 

・ゴミ出しが不便。拠点回収は車がないと辛い上、事前に捨てられないのも問題。 

 （男性、女性） 

・家賃が高すぎる上、駐車場がない。親が遠方から来ても駐車できない。近隣の病院な 

どに駐車できないか。（男性、女性） 

 ・アパート付近は街灯がなく真っ暗。不審者もよく出る。街灯を増やしたり、地域での 

見回りを増やしたりしてほしい。学生も協力できると思う。安全な町だとアピールで 

きれば、町内に住みたいと思う人も増えるのでは。（女性） 

 

③ 就職について 

 ・学科が特殊（情報メディア学科）であり広告・メディアの仕事を希望する人が多いが、 

それらの仕事は福岡に多い。若者が好きそうな面白い仕事は福岡にあると思う。（女性） 

 ・長崎の就職説明会は８月からとなっており開始が遅い。福岡は３月に就職説明会が始 

まり、学生が就職活動スケジュールを立ててしまうので、長崎での就職活動に力が入 

れにくい。長崎での就職活動が先に始まって長崎で内定を取れれば、そこに決める可 

能性があると思う。（男性、女性） 

 ・長崎で働いていても、結婚相手との出会いが期待できない。福岡・東京の方が若くて 

仕事もしっかりしている人が沢山いると思う。婚期を逃したくない。（女性） 

 ・親も一度は地元を出なさいと言い、長崎市、佐世保市より、福岡、東京を推す。（女性） 

 ・給与が低くても福利厚生がしっかりしていれば良い。一番よく見ている。 

  育児休暇、社宅、車・インターネット代は会社持ち、など。（男性、女性） 
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 ・長崎は演劇など、趣味の物へのアクセスが悪い。仕事より、自分が好きなことをやれ 

る環境のところで働きたい。（女性） 

 ・長崎は求人が少ない。活気がない。（女性） 

 

④ 子育て・教育環境について 

 ・県外に就職するが、子供を産んだら長与で育てたいと思っている。子育ての環境につ 

いて、実際にそこで子育てした人の話を聞いてから育てたいと思うので。（女性） 

 ・ニッチな専門分野の学業がある方が売り込めるのでは。（男性） 

 ・大学生と小中学生の親が共同でイベントができれば、若い人が活発という売り込みが 

できるのでは。（女性） 

 ・学童保育の土日利用を学生を使って運用してみては。学生の実習やバイトの場にでき 

る。親は子を預け、地域イベントに参加することができる。（男性） 

 ・セキュリティ学科ができるので、IT企業が町内にあれば研修の場に使える。（男性） 

 

⑤ 観光等について 

 ・長与の観光・行政情報について、伝わっていない。パンフレットが置いてない。 

  広報誌やマップを学内に置いておけば学生は手にとって見ると思う。（男性、女性） 

 ・温泉への学生の需要はある。学割、シャトルバスが欲しい。（女性） 

・長崎市の世界遺産登録にあたり観光産業の雇用や観光客が増えると思われる。ベッド 

タウンであることを活かし住宅や宿泊施設、観光施設を充実させた方が良い。（女性） 

・世界遺産にあたって空港～長与港～長崎市へのルートがあれば。温泉併設の宿泊施設 

も欲しい。長与は通り道になることもあるので、目玉となるお土産があれば、寄って 

もらえるのではないか。（男性、女性） 

 ・西海市にある高級ホテルのようなものがあれば。（女性） 

 ・修学旅行生が増えるだろうから、お弁当、トイレ休憩に使える道の駅があれば。（女性） 
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(4) 転出者に対するアンケート結果 

・平成 17年度に人口減少となったことを受け、転出者に対するアンケートを実施し、転 

出理由や長与町の住みやすさについて意見聴取を行ったもの。 

 

 

     

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・約半数は仕事の都合及び進学による。 

 

 

  

24% 19% 3% 17% 36% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体 ２９３人 
転出事由 仕事上の都合（単身） 

仕事上の都合（世帯） 

進学 

他市町に住居購入 

その他 

0

5

10

15

20

25

30

35

40
人 転出事由 仕事上の都合（単身） 

仕事上の都合（世帯） 

進学 

他市町に住居購入 

その他 

＜調査の概要＞ 

調査対象 ：町外へ転出する個人  

調査方法 ：住民課窓口で転出届に訪れた方へ協力依頼 

調査期間 ：平成 19年５月１日～平成 20年４月 30日 

 転出者数（調査期間） ：2,495人 

 換算世帯数 ：917戸（※平成 20年 4月末の世帯構成人数２．７２人） 

 回答協力者数     293人 

 世帯換算回答率    31.9% 

 

図表 4-11 

図表 4-10 
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・転出をしたものの、住環境に対しては一定の評価を受けていることがわかる。 

・20～30代のみ「住みにくかった」が表れたこと、「どちらとも言えない」についての割 

合が多い。結婚・出産・子育てを担う層の不満は町外への流出と少子化を招くため、 

特に注視が必要である。 

 

 

 

 

 

  

81% 4% 15% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住みやすさ 住みやすかった 

住みにくかった 

どちらとも言えない 

0

10

20

30

40

50

60

70

人 住みやすさ 

住みやすかった 

住みにくかった 

どちらとも言えない 

図表 4-13 

図表 4-12 
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 ・自然環境、子育て環境、教育環境について良いとする意見が多く見られる。 

・交通の利便性、消費活動（買い物）ついては良かったと感じたこと、改善してほしい 

と感じたことの両方に掲載されており、居住地域による差が出たものと見られるが、 

全体では不満を感じている層の方が多くなっている。 

 ・その他、ゴミの分別、買い物環境への不満など、平成２６年長与町まちづくり町民意 

識調査と同様の傾向が見られる。 
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図表 4-15 

図表 4-14 
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(5) 大学生の進路等の希望調査 

  ・長崎県政策企画課作成資料より、県の値を参考として掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住み続けたい, 

67% 

県外に住むと

思う, 33% 

居住意向（県内に住み続けたいか） 

出典：長崎県政策企画課調べ 

6.5% 

0.8% 

0.8% 

2.4% 

2.4% 

8.1% 

8.1% 

25.0% 

46.0% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

その他 

家賃や光熱費など生活に係る費用が高い 

同世代が少ない（結婚・子育てなどに不安） 

レジャー施設や娯楽場などの遊び場が少ない 

買いものをする場所が少なく不便 

魅力的な学校・学習環境がない 

都市部への交通の便が悪い 

魅力的な勤め先がない 

親元から離れたい・県外でチャレンジしたい 

出典：長崎県政策企画課調べ 

県外に住む理由 

（対象：県外に住むと思う

と回答した大学生） 

図表 4-17 

図表 4-16 
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  ・県外志向の大学生は、県内志向の大学生に比べて「働きがい」「能力・専門性」「経 

営の安定」等を重視。 

  

0.8% 

0.4% 

16.3% 

15.4% 

6.1% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

1.6% 

5.3% 

4.1% 

3.3% 

3.7% 

2.0% 

0.4% 

7.7% 

2.8% 

26.8% 

3.3% 

0.6% 

4.5% 

6.7% 

25.8% 

10.7% 

0.0% 

0.6% 

0.6% 

1.1% 

9.6% 

6.2% 

1.1% 

6.2% 

10.7% 

0.6% 

5.1% 

2.2% 

5.1% 

2.8% 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

その他 

一度ふるさとを出てみたい 

職場の人間関係 

働きがいがある 

自分の能力・専門が活かせる 

企業の知名度 

寮がある 

残業が少ない 

転勤がない（少ない） 

経営が安定していて、長く続けられる 

社風が良い 

休日・休暇が多い 

給料が高い 

親元を離れて自立する 

生活費が安い 

ふるさとに住みたい 

家族や友人など、親しい人がいる 

自宅から通勤ができる 

家庭の事情 

出典：長崎県政策企画課調べ 

就職先を決める上で優先すること 

県外に住むと思う 

県内に住み続けたい 

※無回答を除く 

図表 4-18 
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 (6) 高校生の進路等の希望調査 

  ・長崎県政策企画課作成資料より、県の値を参考として掲載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・「県内（自宅通勤）」が 47％で最も多く、「県外」が 43％で続く。 

   ・「県内（自宅以外）」は 9%にとどまり、県内就職の場合は自宅通勤の意向が強い。 

   ・女性の県内志向が強く表れている。 

   ・学科によって傾向が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

100% 

54% 

67% 

33% 

38% 

60% 

57% 

64% 

66% 

27% 

51% 

51% 

61% 

38% 

47% 

0% 

10% 

11% 

13% 

10% 

8% 

6% 

6% 

10% 

14% 

8% 

9% 

9% 

0% 

34% 

22% 

67% 

50% 

30% 

32% 

28% 

27% 

67% 

37% 

34% 

30% 

52% 

43% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉 

総合 

看護 

外国語 

芸術 

情報 

家政 

水産 

商業 

工業 

農業 

普通 

（学科別） 

女性 

男性 

（男女別） 

全体 

出典：長崎県政策企画課調べ 

希望する就職先 

県内（自宅） 県内（自宅以外） 県外 不明 

図表 4-19 
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  ・女性は「自宅通勤」を重視、男性は「給料の高さ」「経営の安定」などを重視する傾 

向。 

 

 

1% 

2% 

3% 

12% 

7% 

1% 

3% 

0% 

1% 

16% 

2% 

3% 

16% 

8% 

2% 

2% 

2% 

14% 

6% 

1% 

2% 

2% 

13% 

8% 

1% 

3% 

0% 

1% 

18% 

2% 

3% 

17% 

9% 

2% 

2% 

2% 

10% 

5% 

1% 

2% 

5% 

11% 

6% 

0% 

4% 

0% 

1% 

12% 

2% 

2% 

15% 

7% 

2% 

1% 

2% 

21% 

7% 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

その他 

一度ふるさとを出てみたい 

職場の人間関係 

働きがいがある 

自分の能力・専門が活かせる 

企業の知名度 

寮がある 

残業が少ない 

転勤がない（少ない） 

経営が安定していて、長く続けられる 

社風が良い 

休日・休暇が多い 

給料が高い 

親元を離れて自立する 

生活費が安い 

ふるさとに住みたい 

家族や友人など、親しい人がいる 

自宅から通勤可能 

家庭の事情 

出典：長崎県政策企画課調べ 

就職先を決める上で優先すること 

女性 

男性 

全体 

図表 4-20 
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   ・県外志向の高校生は県内志向の高校生より「親からの自立」「経営の安定」「寮の 

有無」等を重視。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1% 

0% 

4% 

11% 

6% 

0% 

1% 

0% 

1% 

13% 

1% 

3% 

15% 

2% 

2% 

3% 

2% 

25% 

8% 

1% 

4% 

2% 

13% 

8% 

1% 

6% 

0% 

1% 

19% 

2% 

2% 

17% 

15% 

2% 

0% 

2% 

0% 

3% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他 

一度ふるさとを出てみたい 

職場の人間関係 

働きがいがある 

自分の能力・専門が活かせる 

企業の知名度 

寮がある 

残業が少ない 

転勤がない（少ない） 

経営が安定していて、長く続けられる 

社風が良い 

休日・休暇が多い 

給料が高い 

親元を離れて自立する 

生活費が安い 

ふるさとに住みたい 

家族や友人など、親しい人がいる 

自宅から通勤可能 

家庭の事情 

出典：長崎県政策企画課調べ 

就職先を決める上で優先すること（県内・県外別） 

県外 

県内 

図表 4-21 
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 (7) 地方移住の希望に関する調査 

  ・東京在住者の 4割が地方への移住を検討、または今後検討したいと考えている。 

  ・ワンストップ窓口への相談件数は伸び悩んでいる。移住者数は年によってばらつき 

があるが、平均すると 120人程度。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2% 

2.7% 

6.7% 

5.8% 

5.0% 

3.5% 

35.7% 

28.8% 

50.3% 

59.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

うち関東圏以外の出身者

(n=300) 

全体（n=1200) 

出典：東京在住者の今後の移住に関する意向調査（まち・ひと・しごと創生会議（第1回）） 

地方移住の希望に関する調査（移住に関するアンケート等） 

今後１年以内に移住する予定・検討したいと思っている 

今後５年をめどに移住する予定・検討したいと思っている 

今後10年度めどに移住する予定・検討したいと思っている 

具体的な時期は決まっていないが、検討したいと思っている 

検討したいと思わない 

ワンストップ窓口を介した相談件数及び移住者数（平成１８年度～）

（件） （世帯） Uターン Iターン
H18 656 19 37 12 25
H19 975 66 107 29 78
H20 985 57 109 47 62
H21 916 69 128 36 92
H22 850 87 150 64 86
H23 738 111 183 82 101
H24 571 83 126 42 84
H25 622 89 136 48 88
H26 781 89 140 49 91
合計 7094 670 1116 409 707

出典：長崎県地域づくり推進課調べ

相談件数 移住世帯数
移住者数

計（人）
内訳（人）

図表 4-22 

図表 4-23 
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移住者アンケート結果
○対象者：H18年４月～H23年１月の間に長崎県にUIターンされた方
○回答者：65世帯（163名）
○回答の多かった市町：五島市９件、長崎市8件、南島原市8件、小値賀町8件、西海市7件
○移住前の都道府県：　（多い順）福岡県12件、東京都9件、大阪府7件
第1位：豊かな自然に親しむ生活がしたかった。（36件、31％）
第2位：自然が相手の農・漁業がやりたかった。（23件、20％）
第3位：都会の忙しさや喧騒に嫌気がさした。(10件、9％）
第1位：素晴らしい自然景観があった。（36件、36％）
第2位：市（町）の窓口が親切だった。（16件、16％）
　〃　 ：仕事や農・漁業の研修制度があった。（16件、16％）
第4位：あなた又は配偶者の出身地だった。（10件、10％）
第1位：空き家など不動産情報の提供（42件、23％）
第2位：UIターン者に対する職業の紹介（31件、17％）
第3位：地域に関するPR・情報発信の充実（23件、12％）
第4位：行政による宅地・住宅の整備（23件、12％）
第5位：地域へ溶け込む際の協力体制（21件、11％）
第6位：UIターン者向け相談窓口の充実（20件、11％）
第1位：就業の場の提供（22件、15％）
第2位：UIターン者に対する奨励金の支給や融資（21件、14％）
第3位：起業・創業に対する支援（20件、14％）
第4位：農地・農機具のリース、斡旋（14件、10％）
第5位：農林漁業者に対する技術研修・指導（16件、11％）

出典：長崎県地域づくり推進課調べ

アンケート概要

移住のきっかけ

現在住んでいる市町を
移住先に選んだ理由

移住するときのために
必要な施策

就業関係で必要な施
策

図表 4-24 
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２．目指すべき将来の方向性 

 

 (1) 現状分析 

  ① 社会減対策 

   ・H16年度以降は転出超過傾向にある。 

   ・15～24歳人口は就職・進学で大幅に転出超過。その後 25～29歳では転入超過だ 

が 30～34歳で再度転出超過となり、子育て世帯も転出している。 

   ・近隣市町との転出入は住宅供給状況により大幅に変動するが、長崎市への転出超 

過が一定みられる。 

   ・福岡県、関東圏、中部圏への転出超過は常態化している。 

   ・県内高校生の半数近くは県外就職を希望している。 

 

  ② 自然減対策 

   ・自然増（出生数＞死亡数）が続いているが、死亡数は増加傾向。 

   ・近年合計特殊出生率は上昇傾向だが、出産可能性の高い 20～39歳女性人口の減少 

により出生数は横ばい状態。 

   ・本町の合計特殊出生率(H25)は 1.69で県、全国よりも高い。希望出生率は人口置 

換水準 2.08を上回る 2.14である。 

   ・40～64歳の人口が最も多い層であり、今後 25年間で高齢化が急速に進む。 

   ・「子どもを増やすために必要な支援・施策」は、「経済的負担の軽減」「産前産後休 

暇・育児休業取得後の復職保証」「保育所等の整備」「子育てしやすい職場環境の 

整備」「若者の就労支援」の順。 

 ・生涯未婚率は近年急速に上昇。全国値よりは低い。結婚しない理由は「結婚した 

いと思える相手がいない」「精神的に自由でいられる」「異性とうまく付き合えな 

い」の順。必要な結婚支援は「安定した雇用の供給」「経済的支援」「出会いの場 

の提供」の順。 

   

 (2) 対策の方向性 

  本町の人口減少に歯止めをかけるためには、進学・就職に伴う若者を中心とした町外、 

圏域外への転出を抑制するとともに、若者の結婚・出産・子育て等に対する希望が実現 

する環境を作り、出生率を改善することが必要です。「安定した雇用の創出」はその基盤 

となります。 

 一方、本町の合計特殊出生率は国・県の平均よりも高く、希望出生率は 2.14と人口置 

換水準を上回る状況にあり、さらに学力・子育て環境に対する内外の評価が高いといっ 

た優位性を有しています。 

そのため、長与町の人口の将来展望を考えるにあたっては出生率の改善を図るととも 
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に、地域資源を活かした交流拡大と町のイメージアップによる魅力ある町づくりを基本 

としながら、以下のような方向性で取り組んでいきます。 

  ① 社会減対策の方向性 

   ・地方における安定した雇用を創出し、町内、圏域内での進学・就職を図る 

   ・全町レベルでの便利な商業環境づくりと元気な商店街の育成 

   ・地方への新しい人の流れを作る 

   ・地域資源を活かした交流人口拡大とシティプロモーションの推進 

   ・空き家の有効活用 

 

  ② 自然減対策の方向性 

   ・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

・結婚・出産・育児を奨励する意識の醸成と環境整備 

   ・子育て世帯の経済的負担軽減 

・ワンストップ相談窓口の設置、大学との連携など 

   ・質の高い幼児教育、学校教育の更なる推進 

   ・ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

  ③ 人口減少社会への対応 

   ・安全・安心な暮らしを実現する、支え合う社会づくり 

   ・高齢者が健康で活躍できる町づくり 

   ・公共交通の充実などによる、老後も安心して暮らせる町づくり 

   ・自治会毎の高齢化率上昇に対する対応と見守りネットワークの構築 

   ・健康づくりに対する意識啓発と主体的な活動支援 

  ・一体の経済圏となっている長崎市、時津町と連携し、経済の活性化、及び子育て 

環境整備などの効率化を図る。 
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３．本町人口の将来展望 

 

下記２点を考慮した上で人口推計を行い、長与町人口の将来展望とします。 

 ・「結婚・妊娠・出産・子育ての意識調査」の結果、若者の希望が叶えば、出生率 2.14 

を達成することができる。 

・平成 27年～平成 32年までの間、住宅地造成により、2,680人の入居を想定。 

そのうち半数の 1,340人を町外からの転入と仮定。 

転入者世帯の年齢構成は、平成２７年７月末現在の北陽台自治会の年齢構成比を準用。 

 

 (1) 各推計人口の比較 

  ① 社人研準拠による推計 

  ② 社人研準拠の推計方法に下記条件を加えた推計 

・出生率が現在の趨勢のまま（出生率 1.70）推移 

・住宅地造成により平成 27年～平成 32年までの間に 1,340人が転入 

  ③ 社人研準拠の推計方法に下記条件を加えた推計 

・下表のとおり段階的に出生率が上昇し、2040年(H52年)までに希望出生率(2.14) 

を達成、その後出生率一定 

・住宅地造成により平成 27年～平成 32年までの間に 1,340人が転入     

※以後、③の推計を、本町が目指すべき「目標推計人口」と呼ぶ。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・目標人口推計を達成すれば、2060年（平成 72年）の人口は約 4万人となる。 

  ・上記は出生率上昇について論じているが、別途、社会増減の均衡対策も重要である。  

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年 平成57年 平成62年 平成67年 平成72年

1.70 1.79 1.88 1.96 2.05 2.14 2.14 2.14 2.14 2.14

42,478  

42,088  
41,423  

40,563  

39,477  

38,157  

36,604  

34,902  

33,112  

31,300  

43,788  43,588  43,193  
42,549  

41,665  

40,499  

39,169  

37,715  

36,207  

42,230  

43,899  43,904  43,804  43,555  43,164  
42,492  

41,668  
40,750  

39,832  

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

出典：社人研推計及び長与町役場企画課作成 

長与町の人口推計各パターン 

①．人口問題研究所推計値 

②．趨勢による推計（出生率：1.70で一定） 

③．2040年までに希望出生率(2.14）＋その後一定の推計 

（人） 

※2015数値も推計値（年度末） 

 以降の表も同様 

図表 4-25 
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(2) 目標推計人口における詳細分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・新規住宅地への転入により、ピーク時人口は過去最高となり、44,000人弱となる。 

・出生率の上昇により人口の減少幅は小幅に収まる。 

・ただし、出生率が上昇しても、年齢構成比に影響を与えるまでには時間がかかる。 

  図表 4-27のとおり、平成 62年（2050年）まで高齢化率は上昇し続ける。 

・生産年齢人口の比率が下げ止まるのは平成 62年（2050年）であり（図表 4-27参照）、 

高齢者一人を支える生産年齢人口の数も平成 62年（2050年）までは減り続ける。（図 

表 4-31参照） 

 

 ・出生率の向上と同時に、生産年齢人口の負担が最も重くなる平成 62年（2050年）を 

乗り切れば、それ以降は社会が若返り始める。 

 

  

42,230  
43,899  43,904  43,804  43,555  43,164  42,492  41,668  40,750  39,832  

6,686  7,033  6,932  6,833  6,629  6,795  6,832  6,670  6,392  6,205  

26,552  26,267  25,385  24,672  24,070  22,840  22,040  21,570  21,549  21,500  

8,992  
10,599  11,587  12,299  12,856  13,529  13,620  13,428  12,809  12,127  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

出典：長与町役場企画課作成 

長与町の目標推計人口 

全人口 

0-14歳 

15-64歳 

65歳以上 

（人） 図表 4-26 



  

71 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・平成 62年(2050年)をピークに人口構造が若返り始める。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・平成 57年(2045年)以降は概ね横ばいの傾向を見せる。 

 

 

5,004  5,084  
4,863  4,727  4,603  

4,427  
4,232  4,211  4,196  4,113  

4987 4862 
4649 

4437 
4145 

3734 
3431 

3178 
2952 2799 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

出典：社人研推計及び長与町役場企画課作成 

長与町目標人口推計の20～39歳女性人口推移 

目標人口推計 

社人研推計 

（人） 
図表 4-28 

15.8% 16.0% 15.8% 15.6% 15.2% 15.7% 16.1% 16.0% 15.7% 15.6% 

62.9% 59.8% 57.8% 56.3% 55.3% 52.9% 51.9% 51.8% 52.9% 54.0% 

21.3% 24.1% 26.4% 28.1% 29.5% 31.3% 32.1% 32.2% 31.4% 30.4% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

出典：長与町役場企画課作成 

長与町目標推計人口の年齢3区分比率 

65歳以上 

15-64歳 

0-14歳 

図表 4-27 
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 ・高齢者数はやがて減少段階へ。15～64歳の数値は下げ止まりを見せる。 
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出典：社人研推計及び長与町役場企画課作成 

社人研推計と目標人口推計における年齢３区分人口の推移 

（目標）0-14歳 

（目標）15-64歳 

（目標）65歳以上 

（社人研）0-14歳 

（社人研）15-64歳 

（社人研）65歳以上 

（人） 

図表 4-30 

100.0  
94.6  

99.6  98.1  96.7  
93.8  96.2  96.7  94.4  

90.5  87.8  
100.0  

97.3  96.2  
93.0  

90.4  88.2  
83.7  

80.7  79.0  78.9  78.8  

100.0  

110.0  
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出典：長与町役場企画課作成 

人口減少段階の分析（目標推計人口） 

0-14歳 

15-64歳 

65歳以上 

全人口 

（指数） 

※平成22年度末を100とした指数。 

図表 4-29 
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・社人研推計では高齢化の進展に歯止めがかからないが、目標人口推計では高齢化の 

進展に歯止めをかけることができる。 

・ただし、出生率が上昇しても、年齢構成比に影響を与えるまでには時間がかかる。 

 ・2050年までは高齢化率、及び高齢者一人を支える生産年齢人口の減少が進み、ピー

ク時には労働者 1.61人で 1人の高齢者を支えることになる。 

  ・2050年以降は社会が若返り始める。 

・このように人口構造の若返りが図られることで、主に生産年齢人口からなる扶養世

代と高齢者をはじめとする被扶養世代のバランスが保たれ、支え合いの社会体制づ

くりに寄与することが想定される。 

・出生率が回復したとしても、その回復が遅ければ遅いほど、その後の安定状態の人

口は少ない水準となるため、１日も早い出生率の上昇が望ましい。 
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30.4% 
23.2% 
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出典：社人研推計及び長与町役場企画課作成 

社人研推計と目標人口推計における高齢化率の推移 

（目標）老齢者1人を支える生産年齢人口 （社人研）老齢者1人を支える生産年齢人口 

（目標）高齢化率 （社人研）高齢化率 

（人） 図表 4-31 
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出典：実績は住民基本台帳人口より。※平成27年度値は長崎県異動推計人口を基にした推計値。 

長与町の人口推移と長期的な見通し 

住基人口 

推計（目標人口推計） 

推計（趨勢：出生率1.70） 

推計（社人研準拠） 

（実績） （見通し） 

40,000人 

（人） 

（社人研）

2060年 

31,300人 

（目標）

2060年 

39,832人 

（趨勢）

2060年 

36,207人 
高田南土地区画整理

等により1,340名転入

と推計 

2040年までに出生率2.14を

達成し、その後一定 

2015（平成27年） 

42,230人※ 

（年度） 

図表 4-32 
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(3) 総括 

人口減少問題は今や国をあげて取り組む喫緊の課題となっています。本町においては 

まだ人口減少段階を迎えていませんが、今後急速に高齢化が進むことは確実であり、そ 

の後、人口減少段階が訪れます。持続可能な社会維持のため、この社会構造の変化に柔 

軟に対応すると同時に、出生率の向上を図り、扶養世代と被扶養世代のバランスを保っ 

ていく必要があります。また同時に、社会増減の均衡を図る必要があります。 

本人口ビジョンを踏まえて策定する「長与町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を新 

たな契機とし、新たな視点や発想を積極的に取り入れ、今後重点的・戦略的に取り組む 

べき施策の策定、及び既存の施策の見直し・再構築を行い、人口減少対策の柱として取 

り組んでいきます。また、人口減少問題は行政だけで対応できる問題ではなく、産官学 

金労言の各分野、県、周辺市町、そして町民全体の総力を結集して取り組むことが必要 

です。 

「静かなる危機」、「未曽有の危機」と言われる人口減少問題を克服し、住みよい長与 

町、活力ある長与町を末永く将来世代へと受け継いでいくため、町民一人ひとりが自ら 

の問題として向き合い、共に取り組んでいくことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集 長与町役場企画振興部企画課 


